
東大和市の交付額 1,176,311千円（うち25,690千円は令和5年度に活用　249,654千円は令和7年度に活用予定）

事業費の名称 事業概要
支出済額

[単位:千円]

交付金充当額

[単位:千円]
事業始期 事業終期 事業の効果 成果目標 成果

Ⅰ．物価高から国民生活を守る

1 東大和市非課税世帯臨時特別給付金事業費

①目的

　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②対象経費

　低所得世帯への給付金及び事務費

③対象

　令和５年度分の住民税非課税世帯

26,563 26,563 令和6年1月 令和6年6月

物価高騰の影響を受ける低所得世

帯への支援を行うことで、低所得

の方々の生活を維持することがで

きた。

助成件数：9,000件

215件

（令和6年度給

付分）

※2か年の合計

助成件数：

8,801件

2 東大和市非課税世帯等臨時特別給付金事業費

①目的

　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②対象経費

　低所得世帯への給付金及び事務費

③対象

　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯

　R５年度分の住民税非課税世帯等で子ども加算対象世帯

18,451 17,900 令和5年6月 令和6年8月

物価高騰の影響を受ける低所得世

帯への支援を行うことで、低所得

の方々の生活を維持することがで

きた。

助成件数：1,974件

208件

（令和6年度給

付分）

※2か年の合計

助成件数：

1,519件

3
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金及

び調整給付金

①目的

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、低所得の方々への支援及び定額減税を

補足する給付を行うことで、生活を維持する。

②対象経費

　低所得世帯・定額減税しきれないと見込まれる納税義務者への給付金及び事務費

③対象

　R6年度分の住民税非課税化世帯（子ども加算あり）

　R6年度分の住民税均等割のみ課税化世帯（子ども加算あり）

　定額減税しきれないと見込まれる納税義務者

737,825 737,825 令和6年3月 令和7年3月

物価高騰の影響を受ける低所得世

帯等への支援を行うことで、低所

得の方々等の生活を維持すること

ができた。

助成件数：15,587件 15,256件

4 住民税非課税世帯臨時特別給付金

①目的

　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②対象経費

　低所得世帯への給付金及び事務費

③対象

　令和6年度の住民税非課税世帯（子ども加算あり）

146,266 146,266 令和7年2月 令和7年3月

物価高騰の影響を受ける低所得世

帯への支援を行うことで、低所得

の方々の生活を維持することがで

きた。

助成件数：7,041件

4,167件

（令和6年度給

付分）

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業内容



事業費の名称 事業概要
支出済額

[単位:千円]

交付金充当額

[単位:千円]
事業始期 事業終期 事業の効果 成果目標 成果

5 若者応援給付金事業

①目的

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面する若者世代（19歳から24歳）に対し、支援をする。

②対象経費

　若者世代に対する給付金及び給付に係る事務費

③対象

　市内に住民票のある若者世代（19歳から24歳）

42,873 42,873 令和5年12月 令和7年1月

エネルギー・食料品価格等の物価

高騰の影響を受けている若者世代

への支援を行うことで、生活の支

援をすることができた。

助成件数：5,100件 4,138件

6 妊婦応援給付金事業

①目的

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている妊婦に対し、支援をする。

②対象経費

　母子健康手帳の交付を受けた妊婦に対する給付金及び給付に係る事務費

③対象

　市内に住民票のある妊婦（令和6年4月１日から令和7年3月31日までに母子健康手帳の交付を受け

た者に限る）

10,637 9,552 令和5年12月 令和7年3月

エネルギー・食料品価格等の物価

高騰の影響を受けている妊婦への

支援を行うことで、生活の支援を

することができた。

助成件数：720件 504件

7 学校給食食材料費高騰対応助成事業

①目的

　学校給食の食材費は児童・生徒の保護者等から徴収した学校給食費から賄っているが、食材料費が高

騰が継続しており、学校給食の質の維持及び保護者の負担軽減を図ることを目的とし、給食費私会計に対

し、助成を行う。

②対象経費

　給食の食材料費に対する助成金

③対象

　児童・生徒及び保護者（学校給食会計への補助）

57,162 57,162 令和5年12月 令和6年8月

食材料費が高騰が継続する中、給

食費私会計に対し、助成を行うこ

とで、学校給食の質の維持及び保

護者の負担軽減を図ることができ

た。

助成件数：　1件 1件

合計 1,039,777 1,038,141

注　交付金充当額には、国の令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金137,174千円を含みます。


